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第６章 農業・農村の基盤整備と技術の開発・普及 

１ 農業・農村の整備 

 

(1) 農業農村整備の展開方向  

（豊かな農村空間の創造に向けた整備を推進） 

 本道は、広大な農地と恵まれた水資源を活かした我が国最大の食料供給地域として、道民の

みならず広く国民に生命と健康の源である「食」を安定的に供給する重要な役割を担っていま

す。また、農村地域は、豊かな大地ときれいな水・空気、四季が織りなす美しい景観を有し、

農村に住む人々や訪れる人々に”うるおい”や”やすらぎ”を与えています。 

このような役割を担う本道の農業・農村を持続的に発展させ、次世代に引き継いでいくた

め、道では、「北海道農業農村整備推進方針」（令和４年（2022年）３月改定）に沿って、農

村地域の持つ「農地」「農業用水」「農業用施設」「自然環境」「農村景観」の５つの地域資

源が有機的に結びつき、良好な状態に保たれるよう保全・整備し、多面的機能が十分に発揮さ

れる豊かな農村空間の創造を目指しています。 

 

(2) 農業生産基盤の整備 

（農作業の効率化や需要に応じた作物の導入などに対応した水田整備を推進） 

本道の水田整備は、「ほ場整備事業」が創設された昭和30年代後半から区画整理や基幹的な

用排水施設の整備が本格的に始まり、米の生産調整が開始されてからは、用排水分離による汎

用化などが総合的に進められてきました。平成に入ると、農作業の機械化や米の品種改良など

に加え、水田を１ha以上にする大区画化により、本道の稲作の生産性は大きく向上しました。 

 今後、農業経営体数の減少により一経営体当たりの経営規模が一層拡大すると想定されるこ

とから、より効率的な営農に向けて、担い手への農地の集積・集約化を進めるとともに、農作

業の省力化を図る大区画化のほか、需要に応じた作物の導入を容易とする農地の排水性改善や

地下かんがいも可能とする暗渠排水などの整備を進めています。 

 

（生産性の向上や農作物の安定生産を目指した畑地整備を推進） 

 本道の畑作地帯は、重粘土や火山性土、泥炭土等の特殊土壌が広く分布し、その多くが農作

業や作物生育を阻害する排水不良地であることから、昭和40年代前半から「畑地帯総合土地改

良事業」等により、排水路や暗渠排水による排水性の改善と客土等の土層改良を重点的に進め

ながら、区画整理や農道、畑地かんがい等を併せた総合的な整備を行っており、農作業の効率

化が図られるとともに、農作物の生産性や品質が大きく向上しました。 

また、近年は集中豪雨や台風に伴う災害が多く発生していることから、災害にも強い農業

生産基盤の構築に向け、降雨後においても適期の農作業を可能とするための暗渠排水や作物の

冠水被害を軽減させる排水路等の総合的な排水対策を進めています。 

さらに、高温、少雨の状況においても必要なときに水を供給することができる畑地かんがい

は、良質な農作物の安定生産や作物導入の選択肢を広げることから、ダム等の貯水施設が整備

された地域において、高収益作物への転換などを目的とした散水施設の整備を進めています。 

142 ---第５章 環境と調和した農業の動向 

 

４ エゾシカ等による農業被害の防止 

 

（再び拡大傾向にあるエゾシカによる農業被害） 

 エゾシカによる道内の農業被害額は、道のエゾシカ保護管理計画に基づく個体数調整の強化

や農地への侵入防止柵の整備の進展、市町村における一斉捕獲の実施などにより、平成23年度

（2011年度）の62億円をピークに減少傾向で推移していましたが、令和２年度（2020年度）か

ら増加に転じ、令和５年度（2023年度）は51億円で、前年度に比べ３億1,100万円（6.4％）増

加しました。 

 また、被害地域は、これまでの東部地域（オホーツク、十勝、釧路及び根室）を中心とした

ものから、近年は全道に広がっています。 

 作物別の被害額では、牧草が20億円と最も多く全体の約４割を占めており、次いで水稲、馬

鈴しょ、デントコーン、てん菜の順となっています。 

 

図表5-4-1 エゾシカによる農業被害額の推移（北海道）               （単位：百万円）  

資料：北海道環境生活部調べ 
注：東部地域は、オホーツク総合振興局、十勝総合振興局、釧路総合振興局及び根室振興局管内。 

  

図表5-4-2 エゾシカによる作物別農業被害額（令和５年度（2023年度））（北海道）（単位：百万円、％） 

区 分 牧草 水稲 デントコーン てん菜 馬鈴しょ 小麦 その他 計 

被 害 額 2,078 516 364 364 390 200 1,197 5,109 

 被害割合 40.6 10.0 7.1 7.1 7.6 3.9 23.4 100.0 

資料：北海道環境生活部調べ 

 

（エゾシカやヒグマ等の被害防止対策を推進） 

道内の市町村では、被害防止計画に沿って、国の鳥獣被害防止総合対策交付金を活用し、い

わゆる「とる」「まもる」「よせつけない」といった鳥獣対策の３本柱を基本に、地域が取り

組む捕獲活動をはじめ、畑への侵入を防止するための電気柵の設置や緩衝帯の整備などに取り

組んできたほか、ハンターの育成や技術向上のための講習会の開催、さらには捕獲した鳥獣を

ジビエ料理として活用するための処理加工施設の整備などへの支援を行っています。 

また、人とエゾシカとの軋轢が深刻化していることから、道では、「北海道エゾシカ対策推

進条例」に基づき、令和６年（2024年）１月から令和８年（2026年）12月までの３年間を「緊

急対策期間」と設定し、エゾシカの捕獲等の実施主体や関係機関・団体と連携・協力して、エ

ゾシカの捕獲等を重点的に推進しています。 

さらに、近年は、ヒグマによる農業被害が増加しており、国では従来の対策に加え、捕獲体

制の整備や地域が独自に捕獲単価を設定し、捕獲従事者への支援水準を引き上げるなど捕獲活

動を強化しています。 

地域 H13年度 18 23 28 30 R1 2 3 4 5 

全  道 3,091 3,047 6,233 3,851 3,799 3,760 4,028 4,434 4,798 5,109 

 うち東部地域 2,219 1,919 2,798 2,633 2,378 3,905 2,467 2,663 2,786 3,127 
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（スマート農業技術の効果を最大限発揮する生産基盤の整備を推進） 

 担い手の減少や労働力不足の進行により、農業分野においてもＩＣＴやＩｏＴ、ＡＩ等の先

進技術を活用する必要性が高まっており、自動操舵による農作業の効率化を進めるための農地

の大区画化や傾斜を緩和する畑地の勾配修正、用排水路の管路化、スマートフォン等による水

管理の遠隔操作を可能とする自動給水栓の設置など、地域の将来像や営農形態に応じたスマー

ト農業技術の効果を最大限発揮させるための基盤整備を進めています。 

 

（農地の状況・営農形態や地域の特色等に応じた整備を推進） 

 農業生産基盤整備の実施に当たっては、家族経営等の多様な担い手が意欲を持って営農に取

り組めるよう、ほ場ごとに作成した農地カルテに基づき、作業性を高める部分的な窪地修正

や、過湿状況に合わせた暗渠排水管の配置など、個々の農地の状況や営農形態などに応じた弾

力的な整備に取り組んでいるほか、高収益作物の導入・普及に向けた農地の排水対策など、地

域の特色に応じた多様な農業生産を支えるきめ細かな整備を進めています。 

 

（老朽化した農業水利施設等の長寿命化を推進） 

本道の農業水利施設は、農業生産の基礎となる農業用水の安定供給や農地の排水性の改善な

ど、農作物の生育に必要な環境を確保する役割を担ってきましたが、近年、多発する大雨によ

る洪水被害の防止、軽減といった農村地域の防災・減災や国土強靱化の面でも重要な役割を担

っています。 

一方、これらの施設は、昭和25年（1950年）以降に道営かんがい排水事業等で整備が進めら

れてきましたが、多くの施設が耐用年数を超過するなど老朽化の進行が課題となっています。 

このため、機能診断の結果に基づき個別の施設ごとに対策方法等をまとめた「個別施設計

画」を策定し、長寿命化に向けた予防保全対策や更新整備などを計画的に進めています。 

 

（飼料自給率の向上を目指した草地整備を推進） 

 農業従事者の減少や高齢化の進行、国際情勢の変化による飼料価格の高止まりなど酪農・畜

産の経営は大変厳しい状況にあります。 

こうした中、本道の酪農・畜産が持続的に発展していくためには、外的要因に左右されにく

く、生産コストの低減や経営の安定に寄与する良質な自給飼料の生産拡大を進めることが重要

です。 

このため、牧草の収量確保や収穫作業を効率化する起伏修正や排水性を改善する暗渠排水、

乳用牛等の哺育・育成を担う公共牧場等の家畜保護施設や家畜排せつ物処理施設に加え、良質

な飼料を一元的に農業者へ供給するＴＭＲセンター等の飼料調製貯蔵施設などの整備を、道営

事業と団体営事業が役割を分担しながら計画的に進めています。 
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（地域の実情に応じた機動的な基盤整備を推進） 

 本道では、地域の実情に応じたきめ細かな農地の整備やスマート農業技術の導入に向けたＧ

ＮＳＳ基地局の設置、農業水利施設の安定的な機能発揮に必要な長寿命化対策、水稲から畑作

物への作付転換に必要な整備などを進めるため、市町村や土地改良区、農業協同組合等が実施

主体となり緊急かつスポット的な基盤整備を機動的に実施しています。 

 

（農業生産や農産物輸送の効率化を目指す農道整備を推進） 

 本道の農道は、農作業や農産物の輸送の効率化を図ることはもとより、生活車両の通行にも

利用されるなど、農業生産や農村での生活に重要な役割を果たしており、昭和45年（1970年）

から約9,000kmの整備が行われてきました。 

一方、近年、老朽化による舗装のひび割れ等に加え、農業機械の大型化により路面に不陸が

生じるほか、車両のすれ違いに時間を要するなど、円滑な通行に支障を来していることから、

機能診断による劣化の状況や利用実態を把握し、修繕や待避所設置など、農道の機能を維持・

強化する整備を計画的に進めているほか、防雪柵の設置など安全性の向上を図る対策も実施し

ています。 

また、安全・安心で活力ある農村社会を支えるため、災害時における避難路の確保や交通ア

クセスの改善による都市と農村の交流促進など、地域特性も踏まえながら農道の整備を進めて

います。 

 

図表6-1-1 農道の整備実績（北海道：事業完了ベース） 

 

 

 

 

 資料：北海道農政部調べ 
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（スマート農業技術の効果を最大限発揮する生産基盤の整備を推進） 

 担い手の減少や労働力不足の進行により、農業分野においてもＩＣＴやＩｏＴ、ＡＩ等の先

進技術を活用する必要性が高まっており、自動操舵による農作業の効率化を進めるための農地

の大区画化や傾斜を緩和する畑地の勾配修正、用排水路の管路化、スマートフォン等による水

管理の遠隔操作を可能とする自動給水栓の設置など、地域の将来像や営農形態に応じたスマー

ト農業技術の効果を最大限発揮させるための基盤整備を進めています。 

 

（農地の状況・営農形態や地域の特色等に応じた整備を推進） 

 農業生産基盤整備の実施に当たっては、家族経営等の多様な担い手が意欲を持って営農に取

り組めるよう、ほ場ごとに作成した農地カルテに基づき、作業性を高める部分的な窪地修正

や、過湿状況に合わせた暗渠排水管の配置など、個々の農地の状況や営農形態などに応じた弾

力的な整備に取り組んでいるほか、高収益作物の導入・普及に向けた農地の排水対策など、地

域の特色に応じた多様な農業生産を支えるきめ細かな整備を進めています。 

 

（老朽化した農業水利施設等の長寿命化を推進） 

本道の農業水利施設は、農業生産の基礎となる農業用水の安定供給や農地の排水性の改善な

ど、農作物の生育に必要な環境を確保する役割を担ってきましたが、近年、多発する大雨によ

る洪水被害の防止、軽減といった農村地域の防災・減災や国土強靱化の面でも重要な役割を担

っています。 

一方、これらの施設は、昭和25年（1950年）以降に道営かんがい排水事業等で整備が進めら

れてきましたが、多くの施設が耐用年数を超過するなど老朽化の進行が課題となっています。 

このため、機能診断の結果に基づき個別の施設ごとに対策方法等をまとめた「個別施設計

画」を策定し、長寿命化に向けた予防保全対策や更新整備などを計画的に進めています。 

 

（飼料自給率の向上を目指した草地整備を推進） 

 農業従事者の減少や高齢化の進行、国際情勢の変化による飼料価格の高止まりなど酪農・畜

産の経営は大変厳しい状況にあります。 

こうした中、本道の酪農・畜産が持続的に発展していくためには、外的要因に左右されにく

く、生産コストの低減や経営の安定に寄与する良質な自給飼料の生産拡大を進めることが重要

です。 

このため、牧草の収量確保や収穫作業を効率化する起伏修正や排水性を改善する暗渠排水、

乳用牛等の哺育・育成を担う公共牧場等の家畜保護施設や家畜排せつ物処理施設に加え、良質

な飼料を一元的に農業者へ供給するＴＭＲセンター等の飼料調製貯蔵施設などの整備を、道営

事業と団体営事業が役割を分担しながら計画的に進めています。 
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(3) 農地保全と施設管理 

（複雑化・高度化する農業水利施設の管理を支援)  

 農業水利施設は、食料生産の基礎である農業用水の安定供給を担うほか、洪水防止や景観形

成などの多面的機能を有しており、これらの機能を十分に発揮させるためには、適切な管理が

重要です。また、近年の頻発する集中豪雨により、更に複雑かつ高度な施設の操作や管理が必

要となっています。このため、市町村や土地改良区が管理する基幹的な農業水利施設の機能を

適正に発揮させるための取組を支援しています。 

さらに、これまでに造成された農業水利施設の老朽化が進み、近年、パイプラインの破裂な

どの突発事故が増加していることから、復旧工事を迅速に実施し早期の施設機能の回復を図っ

ています。 

 一方、農村地域では、人口減少や高齢化の進行により、農地や農業水利施設、営農飲雑用水

施設等の農業・農村インフラの維持管理体制の脆弱化が懸念されており、情報通信技術の活用

に期待が高まっていることから、管理の省力化・高度化を図るための光ファイバや無線基地局

等の情報通信施設、農村インフラの監視・制御などを行うための設備を整備する取組を支援し

ています。 

 

（農業水利施設を活用した小水力発電導入を支援） 

 農業水利施設が有する再生可能エネルギーを有効活用する小水力発電の導入は、施設の維持

管理費に係る負担を軽減するとともに、温室効果ガスの排出削減にもつながるため、道では、

施設管理者に対し、小水力発電の整備に係る建設費や収支計画等の助言など、導入に向けた支

援をしています。 
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～ スマート農業に対応した生産基盤と情報通信環境の整備 ～ 

  

 

 

 

 

 

 

 近年、農業従事者の減少や高齢化が進む中、農作業の省力化や効率化が期待される

スマート農業技術の普及促進が重要となっています。 

 こうした中、道では、農地の大区画化や傾斜を緩和する畑地の勾配修正などの整備

を行い、農作業の効率化を進め、生産コストの低減を図りつつ、営農形態に応じたス

マート農業技術の効果を最大限発揮させるための生産基盤の整備や、農業・農村イン

フラの管理の省力化・高度化を図るため情報通信環境の整備に取り組んでいます。 
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(3) 農地保全と施設管理 

（複雑化・高度化する農業水利施設の管理を支援)  

 農業水利施設は、食料生産の基礎である農業用水の安定供給を担うほか、洪水防止や景観形

成などの多面的機能を有しており、これらの機能を十分に発揮させるためには、適切な管理が

重要です。また、近年の頻発する集中豪雨により、更に複雑かつ高度な施設の操作や管理が必

要となっています。このため、市町村や土地改良区が管理する基幹的な農業水利施設の機能を

適正に発揮させるための取組を支援しています。 

さらに、これまでに造成された農業水利施設の老朽化が進み、近年、パイプラインの破裂な

どの突発事故が増加していることから、復旧工事を迅速に実施し早期の施設機能の回復を図っ

ています。 

 一方、農村地域では、人口減少や高齢化の進行により、農地や農業水利施設、営農飲雑用水

施設等の農業・農村インフラの維持管理体制の脆弱化が懸念されており、情報通信技術の活用

に期待が高まっていることから、管理の省力化・高度化を図るための光ファイバや無線基地局

等の情報通信施設、農村インフラの監視・制御などを行うための設備を整備する取組を支援し

ています。 

 

（農業水利施設を活用した小水力発電導入を支援） 

 農業水利施設が有する再生可能エネルギーを有効活用する小水力発電の導入は、施設の維持

管理費に係る負担を軽減するとともに、温室効果ガスの排出削減にもつながるため、道では、

施設管理者に対し、小水力発電の整備に係る建設費や収支計画等の助言など、導入に向けた支

援をしています。 
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（農地や農業水利施設の防災・減災対策を推進） 

 頻発・激甚化する大雨や地震等の自然災害から、農地や農業水利施設の被害を未然に防止

し、又は軽減するため、農地の湛水被害を防止する排水路や排水機場の整備、用水を安定的に

供給するための用水施設の耐震化など、防災・減災対策を進めています。  

また、令和２年（2020年）10月に施行された防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進

に関する特別措置法に基づき、決壊により周辺地域に被害を及ぼすおそれのある「防災重点農

業用ため池」について、耐震診断等を実施した上で、堤体の補強などの必要な防災工事を集中

的かつ計画的に進めています。 

 

（重要性を増す防災施設の適正な維持管理） 

 本道の農地海岸保全施設、地すべり防止施設及び農地防災ダムは、農地や農業水利施設を守

るばかりでなく、国土の保全を図るための重要な施設であり、関係法令や施設の公共的性格等 

から、道（市町村が管理する河川に設置したダムについては、工事完成後、ダムの安定などを

確認し、市町村に譲与するまでの間）が、適正かつ安全な維持管理を行っています。 

 

（農地・農業水利施設等の早期の災害復旧） 

 大雨や地震等による自然災害が発生した際には、現地における正確な被害状況を早期に把握

し、迅速な復旧が重要であることから、道では、現地に情報連絡員を派遣するなどの連絡体制

を強化するとともに、被災した農地や農業水利施設の早期復旧に向け、災害復旧事業により復

旧工事を実施しています。 

また、平時より道と市町村、関係団体が連携し、速やかに被害状況を把握するための初動対

応訓練、連絡体制や役割を確認する災害対応連絡会議を行うとともに、災害復旧の技術力向上

を図るための研修会を実施し、災害復旧に精通した人材の育成を継続的に進めています。 
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～ 農業水利施設の突発事故復旧に対する支援 ～ 
【迅速な復旧工事の支援】 

農業水利施設は、食料生産の基礎である農業用水の安定供給を担うほか、洪水防

止や景観形成などの多面的機能を有しており、これらの機能を十分に発揮させるた

めには、適切な管理が重要です。 

一方で、これまでに造成された農業水利施設は老朽化が進み、近年、パイプライ

ンの破裂などの突発事故が増加傾向にあります。 

令和６年度（2024年度）においては、パイプラインの漏水や揚水機場の故障など

の突発事故について、営農に支障が生じることがないよう、早期の機能回復を図る

ため、迅速な復旧工事等の実施について施設管理者を支援しました。 
 

《応急仮復旧工事》 

 

 

 

 

 

 

 

 
【農業水利施設の突発事故に係る対応のポイントの作成】 

農業水利施設の老朽化などに伴う突発的な事故により、長期間にわたりかんがい

用水の供給が停止した場合、水稲の生育への影響が懸念されますが、関係者が連携

して対応することにより、深刻な被害を防ぐことができます。 

 これまでの事故対応を振り返ると、平時から各機関の役割等をあらかじめ整理し

共有しておくことの重要性が改めて認識されます。 

 このため、今後、大規模な事故が発生した場合においても、関係者が連携し、迅

速かつ的確に対応できるよう北海道開発局とともにポイントを整理し、施設管理者

へ周知しました。 

応急仮復旧工事完了 漏水状況 水田への給水状況 
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（農地や農業水利施設の防災・減災対策を推進） 
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に関する特別措置法に基づき、決壊により周辺地域に被害を及ぼすおそれのある「防災重点農

業用ため池」について、耐震診断等を実施した上で、堤体の補強などの必要な防災工事を集中

的かつ計画的に進めています。 
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から、道（市町村が管理する河川に設置したダムについては、工事完成後、ダムの安定などを
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し、迅速な復旧が重要であることから、道では、現地に情報連絡員を派遣するなどの連絡体制

を強化するとともに、被災した農地や農業水利施設の早期復旧に向け、災害復旧事業により復

旧工事を実施しています。 

また、平時より道と市町村、関係団体が連携し、速やかに被害状況を把握するための初動対

応訓練、連絡体制や役割を確認する災害対応連絡会議を行うとともに、災害復旧の技術力向上
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(4) 農村地域の生活環境整備 

（快適な生活環境づくりを推進） 

 快適に農村に人が住み続けられる生活環境が確保されるよう、これまで、営農に必要な水と

ともに地域住民の飲用水を供給する営農飲雑用水施設や、家庭で発生した汚水や生活雑排水を

処理する農業集落排水施設を整備してきました。 

これらの施設は、老朽化の進行に伴う管路からの漏水や浄水施設の機能低下のほか、地震に

よる施設の破損により、日常生活に支障を来すことから、施設の管理状況や劣化状況について

調査を行い、耐震化や更新整備を計画的に進めています。 

 

(5) 農村環境の保全・再生 

（自然環境の保全・再生や景観形成の取組を推進） 

 農村地域は、持続的な農業の営みと地域の自然とが深く関わって、豊かな環境が形作られて

います。また、多様な生物が生息し、国土保全、教育・文化等といった多面的機能も有してい

るため、こうした農村環境を良好に保全し、次世代に引き継いでいくことが重要となっていま

す。 

 このため、農業農村整備では、多様な水生生物の生息に適した水路整備や上・下流への回遊

を容易にする魚道整備など、環境に配慮した取組を進めています。 

 また、道民共通の財産であり、観光資源でもある美しい農村景観を保全・形成するため、地

域住民等が参画する景観の保全活動などの取組を進めています。 

 

（農業農村整備に伴う温室効果ガス発生量を「見える化」する取組を推進） 

 温室効果ガスは、農業機械の燃料消費だけでなく、農地に投入した化学肥料や有機物が分解

する過程などからも発生していますが、大区画化等により農作業条件が向上した農地では、農

業機械の作業効率が向上し燃料の消費が抑えられることで、主要な温室効果ガスである二酸化

炭素（CO2）の発生量が減少します。また、排水条件が改善された農地では、温室効果ガスの

一つであるメタン（CH4）や一酸化二窒素（N2O）の発生が抑制されることが、これまでの研究

から明らかとなっています。 

 このため、道では、農地の温室効果ガス排出量の現地調査や、大区画化や暗渠排水の整備に

よる温室効果ガスの収支を推計する手法を検討し、農業農村整備に伴う温室効果ガス発生量を

「見える化」する取組を進めています。 
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(6) 事業の推進とコスト縮減 

（農地・施設保全整備情報を活用した効果的・効率的な整備を推進）  

 農地や農業水利施設をはじめ農業生産基盤整備を計画的に推進するためには、地域の将来的

な営農構想や現在抱えている課題に即した、効果的で効率的な整備手法を検討していくことが

重要です。 

このため、道では、ＧＩＳを用いてこれまでの整備履歴を地図情報と一体的に蓄積した「農

地・施設保全整備情報」（以下「保全情報」という。）を活用しながら、地域自らが取り組む

中長期的な整備構想づくりを支援しています。 

 具体的には、保全情報に蓄積された一つ一つの農地の整備状況などの情報のほか農業水利施

設の造成年や機能診断の結果を用いて、今後の農地整備の方向性やライフサイクルコストの低

減を踏まえた農業水利施設の長寿命化対策の実施方針等を検討しています。また、暗渠排水で

は、低下した排水機能を回復するための低コスト工法の検討に保全情報を活用しています。 

 

（公共事業のコスト縮減を推進） 

 道では、限られた財源を有効に活用し、効率的に社会資本整備を進めるため、平成21年

（2009年）10月に「北海道公共事業コスト構造改善プログラム」を策定し、民間企業の技術革

新による建設コストの縮減や、施設の長寿命化によるライフサイクルコストの縮減、整備や維

持・管理に関わる環境負荷の低減等の社会的コストの改善など、公共事業のコスト縮減に取り

組んでいます。 

 農業農村整備においては、地域資源や建設副産物の有効利用、区画整理における反転均平工

法及び草地整備における余剰水排除工等の活用による建設コスト縮減のほか、用水施設等の機

能診断に基づく整備によるライフサイクルコストの縮減、コンクリート二次製品の活用による

工期短縮や施工管理の負荷軽減など、コスト縮減に繋がる取組を積極的に推進しています。 
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(4) 農村地域の生活環境整備 
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これらの施設は、老朽化の進行に伴う管路からの漏水や浄水施設の機能低下のほか、地震に

よる施設の破損により、日常生活に支障を来すことから、施設の管理状況や劣化状況について

調査を行い、耐震化や更新整備を計画的に進めています。 
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一つであるメタン（CH4）や一酸化二窒素（N2O）の発生が抑制されることが、これまでの研究

から明らかとなっています。 

 このため、道では、農地の温室効果ガス排出量の現地調査や、大区画化や暗渠排水の整備に
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 ～ 農業農村整備事業におけるコスト縮減の取組 ～ 

近年、資材や燃油等の価格高騰に伴い建設工事費が上昇しており、限られた予算で農業農

村整備をより効果的・効率的に進めていくためには、コスト縮減の取組を継続的に行う必要

があります。 

このため道では、現場の工夫などによる工事コストの縮減事例を収集し、事例集として取

りまとめるとともに、農業者への説明や関係者を対象とした現地研修会を開催するなど、コ

ストを縮減した工法の導入に向け、理解促進を図る取組を行っています。 

【コスト縮減事例】 

＜反転均平工法＞ 

・ 区画整理において、水田等のほ場の表土を剥ぎ取り、ほ場の外に移動してからブルド

ーザ等の重機で整地を行う従来工法と異なり、表土を反転耕起した後、地表に現れた心

土で整地を行う工法です。重機により現況表土を移動しないため、コストが縮減できま

す。 

 

 

 
 

＜河川掘削土客土＞ 

・ 客土においては、営農に適した客土 

材の確保が難しいことから、河川等の 

公共工事を所管する部署と連携し、河 

川から排出される掘削土を、客土材と 

して有効活用しています。これにより、 

客土材や土取場の補償等のコストが縮 

減できます。 

＜草地の余剰水排除工＞ 

・ 草地整備において、土中の水を集める 

吸水渠を砂利等の疎水材のみとし、浸透 

した雨水等を排除する排水対策工法です。 

一般的な暗渠排水工と比較すると吸水渠 

に管がなく、埋設深を浅く施工すること 

から、コストが縮減できます。 
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(7) 農業農村整備事業に係る地元負担の状況 

（受益農家等の負担に対する支援を推進） 

 農業農村整備事業は、国費や道費の負担のほか、受益農家や市町村が事業費の一部を負担す

る仕組みとなっています。 

国営事業の地元負担金は、事業完了の翌年度から元利均等年賦支払等の方法により道を通じ

て国に支払いますが、農家負担分については市町村や土地改良区を通じ、道に納入する仕組み

となっています。 

平成13年度（2001年度）に金利負担の軽減に向けた繰上償還制度の拡充が図られたことに伴

い、近年の完了地区では、低利資金の借入れによる繰上償還が行われています。 

 

図表6-1-2 国営事業負担金の繰上償還の状況（北海道） 

（単位：億円） 

区 分 H17年度 22 27 R2 3 4 5 6 

完了による地元負担金 114 16 29 28 54 18 12 25 

 う ち 繰 上 償 還 額 108 16 28 26 47 16 11 23 

資料：北海道農政部調べ 

注：１）市町村及び農家負担分の合計。 

  ２）区分欄の年度は、事業完了に伴う地元負担金の納入開始年度。 

 

道営事業の農家負担分は、市町村や土地改良区を通じ、事業実施年度ごとに事業主体である

道に納入し、市町村や土地改良区等が事業主体となる団体営事業の農家負担分については、各

事業主体に納入する仕組みとなっています。 

これらの農家負担分については、株式会社日本政策金融公庫（以下「政策金融公庫」とい

う。）の農業基盤整備資金を借り入れることができるほか、担い手への農用地の利用集積を促

進するため、農家負担の一部に無利子資金を貸し付けする政策金融公庫の担い手育成農地集積

資金や、土地改良事業団体連合会の水田・畑作経営所得安定対策等支援資金を借り入れること

ができます。また、平成21年度（2009年度）からは農家負担の償還利息に相当する額を助成す

る経営安定対策基盤整備緊急支援事業が国により実施されています。 

 

図表6-1-3 農業農村整備事業の農家負担に対する資金融資状況（北海道）   

                                          （単位：億円） 

資  金  名 H17年度 22 27 R1 2 3 4 5 6 

農 業 基 盤 整 備 資 金 20 7 11 17 17 17 12 12 13 

担い手育成農地集積資金 19 10 15 34 37 34 31 32 35 

水田・畑作経営所得安定
対 策 等 支 援 資 金 

－ 6 10 14 12 7  2  3 2 

計 39 23 36 65 66 58 45 48 50 

資料：北海道農政部調べ 
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 ～ 農業農村整備事業におけるコスト縮減の取組 ～ 

近年、資材や燃油等の価格高騰に伴い建設工事費が上昇しており、限られた予算で農業農

村整備をより効果的・効率的に進めていくためには、コスト縮減の取組を継続的に行う必要

があります。 

このため道では、現場の工夫などによる工事コストの縮減事例を収集し、事例集として取

りまとめるとともに、農業者への説明や関係者を対象とした現地研修会を開催するなど、コ

ストを縮減した工法の導入に向け、理解促進を図る取組を行っています。 

【コスト縮減事例】 
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・ 区画整理において、水田等のほ場の表土を剥ぎ取り、ほ場の外に移動してからブルド

ーザ等の重機で整地を行う従来工法と異なり、表土を反転耕起した後、地表に現れた心

土で整地を行う工法です。重機により現況表土を移動しないため、コストが縮減できま

す。 
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・ 客土においては、営農に適した客土 

材の確保が難しいことから、河川等の 

公共工事を所管する部署と連携し、河 

川から排出される掘削土を、客土材と 

して有効活用しています。これにより、 

客土材や土取場の補償等のコストが縮 

減できます。 
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した雨水等を排除する排水対策工法です。 

一般的な暗渠排水工と比較すると吸水渠 
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２ 農業技術の開発・普及 

(1) 道総研農業研究本部等による技術開発 

（試験研究機関等と連携した試験研究を推進） 

 道総研農業研究本部では、道が示した「地方独立行政法人北海道立総合研究機構中期目標」

を踏まえて策定した「中期計画」の中で、競争力の高い品種の開発や環境と調和した持続的農

業の推進といった研究推進項目を定め、大学、農業団体、民間企業と連携して試験研究に取り

組んでおり、令和６年度（2024年度）には次の成果を得ました。 

（稲作） 

・ 水稲移植後の本田で必要となる窒素全量が入っている水稲育苗箱専用肥料 ｢苗箱まかせ｣

を活用した播種時の育苗箱施用と、移植時の苗の株元に肥料を施す作業との組合せにより、

慣行と比べ施肥作業を省力化することが可能であることを明らかにしました。 

・ 「えみまる」の種子生産における早期異常出穂を抑制するため、その要因を解明し、成苗

ポットで育苗するための管理基準を策定しました。 

・ 厳しい品質基準を定め、タンパク質含有率による仕分け出荷が行われている極良食味品種

「ゆめぴりか」について、作付面積割合に応じて選定した410地点の気象情報を入力するこ

とで全道の基準品率を予測できるアプリを開発しました。 

（畑作） 

・ コムギ縞萎縮病抵抗性に優れ、その他の病害・障害耐性や製粉性、製麺性は「きたほな

み」と同等で、その置き換えが期待される日本めん用の秋まき小麦「きたほなみＲ」を開発

しました。 

・ ジャガイモシロシストセンチュウ（Ｇｐ）抵抗性が「やや強」で、上いも重およびでん粉

重が多収であるでん粉原料用馬鈴しょ「北海114号」を開発しました。 

・ ジャガイモシストセンチュウ（Ｇｒ）に抵抗性のある生食用品種の普及に向け、｢ゆめい

ころ｣の食味特性と貯蔵適性の試験を行い、食味は「男爵薯」に近く、低温貯蔵では「男爵

薯」より貯蔵に適していることを明らかにしました。 

・ 秋まき小麦を題材に、生産現場に蓄積された日々の営農管理を記録した栽培管理履歴デー

タを分析することで、地域全体の追肥作業の実態把握が可能であることを明らかにし、収量

への影響が大きい栽培管理項目と今後有効に活用するための改善点を整理しました。 

・ 農地の排水性等の土壌物理性を適切な状態にするため、衛星リモートセンシングで取得し

た土壌の水分環境と地理情報（ＧＩＳ）を活用し、畑地の排水不良域を推定する手法を開発

しました。 

・ 適正な土壌管理及び土壌肥沃度の維持に役立てるため、昭和34年(1959年)から令和５年(2

023年)までの期間、道内の耕地土壌における養分含量や硬さなどの理化学性の実態とその変

化を調査し、土壌管理のための留意点を明らかにするとともに、道内の耕地土壌に貯留され

た炭素量と変動実態を明らかにしました。 

・ テンサイ褐斑病の抵抗性で「極強」を有する品種に対応する省力的な防除技術として、効

果的な農薬散布の開始時期や期間を明らかにし、従前よりも少ない農薬散布回数となる防除

体系を明らかにしました。 
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・ 自作可能な装置で撮影した画像を用いて、馬鈴しょのジャガイモＹウイルス（ＰＶＹ）に

よるモザイク病の症状の有無を判別するＡＩを作成しました。 

・ 畑作の有機栽培において、大豆や小麦等に加え、子実用とうもろこしを輪作体系に加える

ため、有機栽培に適した窒素施肥法や雑草抑制法を明らかにしました。 

（園芸） 

・ 道外で育成されたりんご９品種について、果実品質や貯蔵性など、北海道での栽培特性を

調査し、有望な品種として「はるか」を選定するとともに、各品種の長所・短所を明らかに

しました。 

・ パイプハウスで、ポリエチレン製の波状シートを筒型に丸めて培地を充填する育苗容器

「Ｍスターコンテナ（多段階調節型筒状容器）」とドリップ灌水装置を使用することによ

り、本道でも醸造用ぶどうの苗木を安定的に生産できる技術を開発しました。 

・ 加工用にんじんの収穫・出荷の平準化と周年での安定供給に向け、５月下旬の播種と150

日前後の生育日数、秋収穫物の冷蔵貯蔵や越冬後収穫を組み合わせることにより、加工歩留

まりの高い２Ｌ規格以上の収量向上と供給期間の延長が可能となる体系を確立しました。 

・ 香川県で開発され、収穫作業が軽労化される枠板式高畝栽培によるアスパラガスのハウス

立茎栽培技術について、多雪地帯においても、従来の栽培法より疎植でありながら同等以上

の規格内収量が得られることを明らかにしました。 

・ 近年、道内で発生しているアスパラガスの疫病に対して、春・秋の２回、アゾキシストロ

ビン・メタラキシルＭ粒剤を株元に散布する方法が有効であることを明らかにしました。 

・ 夏季栽培より甘みが強く良食味の葉菜類ボーレコール（ケール）の冬季無加温栽培法と収

穫後の貯蔵技術を開発しました。 

・ 露地野菜の収穫作業の省力化や軽労化に向け、トラクターに直装したコンベヤキャリアの

特徴や仕様を整理し、かぼちゃやブロッコリーなどでの収穫に要する作業時間の短縮や身体

に対する負担軽減の効果を明らかにしました。 

（畜産） 

・ 標準品種「パイカル」に比べ、乾物収量がやや多収で、すじ葉枯病に対する抵抗性に優

れ、可消化養分総量（ＴＤＮ）の年間収量が多いオーチャードグラス「北海35号」を優良品

種に認定しました。 

・ 標準品種「KD320」に比べ、乾物総量及び可消化養分総量（ＴＤＮ）の年間収量が多く、

すす紋病抵抗性が優れるとうもろこし（サイレージ用）「LG31295」及び「SL19017」や、標

準品種「北交65号」に比べ、乾物総量及び可消化養分総量（ＴＤＮ）の年間収量が多く、す

す紋病抵抗性が優れる「P1204」を優良品種に認定しました。 

・ 哺乳牛舎の煙霧消毒に使用されるグルタルアルデヒドの代替資材として、人畜に安全性の

高い次亜塩素酸水や亜塩素酸水が低温環境下においても消毒効果が認められることを明らか

にしました。 

・ イネ科の牧草トールフェスク「スワイ」について、イネ科の牧草オーチャードグラス「パ

イカル」等と比較して耐寒性特性を評価し、採草時の収量、飼料品質を明らかにしました。 

・  越冬条件の厳しい道東地域などにおいて、草種、品種を選択する際の参考情報となること

が期待される牧草フェトロリウム「ノースフェスト」（北海１号）の雪腐病に対する耐病性

と耐寒性を明らかにしました。 
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２ 農業技術の開発・普及 

(1) 道総研農業研究本部等による技術開発 

（試験研究機関等と連携した試験研究を推進） 

 道総研農業研究本部では、道が示した「地方独立行政法人北海道立総合研究機構中期目標」

を踏まえて策定した「中期計画」の中で、競争力の高い品種の開発や環境と調和した持続的農

業の推進といった研究推進項目を定め、大学、農業団体、民間企業と連携して試験研究に取り

組んでおり、令和６年度（2024年度）には次の成果を得ました。 

（稲作） 

・ 水稲移植後の本田で必要となる窒素全量が入っている水稲育苗箱専用肥料 ｢苗箱まかせ｣

を活用した播種時の育苗箱施用と、移植時の苗の株元に肥料を施す作業との組合せにより、

慣行と比べ施肥作業を省力化することが可能であることを明らかにしました。 

・ 「えみまる」の種子生産における早期異常出穂を抑制するため、その要因を解明し、成苗

ポットで育苗するための管理基準を策定しました。 

・ 厳しい品質基準を定め、タンパク質含有率による仕分け出荷が行われている極良食味品種

「ゆめぴりか」について、作付面積割合に応じて選定した410地点の気象情報を入力するこ

とで全道の基準品率を予測できるアプリを開発しました。 

（畑作） 

・ コムギ縞萎縮病抵抗性に優れ、その他の病害・障害耐性や製粉性、製麺性は「きたほな

み」と同等で、その置き換えが期待される日本めん用の秋まき小麦「きたほなみＲ」を開発

しました。 

・ ジャガイモシロシストセンチュウ（Ｇｐ）抵抗性が「やや強」で、上いも重およびでん粉

重が多収であるでん粉原料用馬鈴しょ「北海114号」を開発しました。 

・ ジャガイモシストセンチュウ（Ｇｒ）に抵抗性のある生食用品種の普及に向け、｢ゆめい

ころ｣の食味特性と貯蔵適性の試験を行い、食味は「男爵薯」に近く、低温貯蔵では「男爵

薯」より貯蔵に適していることを明らかにしました。 

・ 秋まき小麦を題材に、生産現場に蓄積された日々の営農管理を記録した栽培管理履歴デー

タを分析することで、地域全体の追肥作業の実態把握が可能であることを明らかにし、収量

への影響が大きい栽培管理項目と今後有効に活用するための改善点を整理しました。 

・ 農地の排水性等の土壌物理性を適切な状態にするため、衛星リモートセンシングで取得し

た土壌の水分環境と地理情報（ＧＩＳ）を活用し、畑地の排水不良域を推定する手法を開発

しました。 

・ 適正な土壌管理及び土壌肥沃度の維持に役立てるため、昭和34年(1959年)から令和５年(2

023年)までの期間、道内の耕地土壌における養分含量や硬さなどの理化学性の実態とその変

化を調査し、土壌管理のための留意点を明らかにするとともに、道内の耕地土壌に貯留され

た炭素量と変動実態を明らかにしました。 

・ テンサイ褐斑病の抵抗性で「極強」を有する品種に対応する省力的な防除技術として、効

果的な農薬散布の開始時期や期間を明らかにし、従前よりも少ない農薬散布回数となる防除

体系を明らかにしました。 
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（経営） 

・ ＧＡＰ認証に対するモチベーションが高い経営では、ＧＡＰ認証の効果として、その目的

である「生産実績ＰＤＣＡの実行」や「販売先の信頼向上」等が高く評価されており、ＧＡ

Ｐ認証（新規、更新）の増加に向けては、経営主のモチベーション低下の要因となる具体的

な負担を踏まえた対応策を講じることが重要であることを明らかにしました。 

・ 食品小売チェーンや札幌市在住の消費者等に対する調査結果を分析し、有機野菜の消費拡

大のためには、特に子育て層に対して、有機農業がもつ環境価値を強調するＰＯＰを提示す

るなど有機ＪＡＳ規格に係る適切な理解を促すことで、有機野菜の新たな購買層を創出でき

ることを明らかにしました。 

・ 近年の酪農経営における牛舎更新に多く見られるフリーストール牛舎及び搾乳ロボット２

台導入のパターンについて調査・分析を行い、飼料用とうもろこし作付面積比率が高いほ

ど､農業所得、資本回収見込額は高くなる傾向がある一方、比率が低い場合は資本回収見込

額は低く、投資の回収が難しくなる可能性があり､農業所得は伸び悩む傾向にあることを明

らかにしました。 

（環境と調和した持続的農業） 

・  加工用馬鈴しょ、直播てんさいに適したプラスチックを用いない肥効調節型肥料の施用効

果について、既往の分施体系や被覆肥料と同等であることを明らかにしました。 

 
（参考） 
○道総研農業研究本部等がこれまでに開発した主要な新品種・畜種 

作  目 品 種 名 特      長 育成試験場 育成年 

水  稲 

そ ら き ら り 多収、いもち病抵抗性強、中食・外食向け 中 央 R5年 

え み ま る 多収、直播適性、低温苗立性強、良食味 上 川 H30年 

そ ら ゆ た か 多収、耐冷性強、いもち病抵抗性強、耐倒伏性強、飼料用 中 央 H28年 

き た し ず く 大粒、多収、心白発現良好、酒造適性良好、耐冷性強 中 央 H26年 

きたふくもち 切りもち適性良、硬化性高、耐冷性極強、多収 上 川 H25年 

き た く り ん いもち病抵抗性強、耐冷性強、良食味 中 央 H24年 

ゆ め ぴ り か 極良食味 上 川 H20年 

小  麦 

きたほなみＲ 縞萎縮抵抗性、多収、日本めん適性良 北 見 R7年 

北 見 ９ ５ 号 菓子適性優 北 見 R2年 

つ る き ち 中華めん適性、低アミロ耐性、硬質小麦 北 見 H24年 

ゆ め ち か ら 超強力､中華めん・パン適性、縞萎縮病抵抗性 北農研 H21年 

大  豆 
と よ ま ど か 豆腐加工適性高、耐倒伏性強、低温障害耐性強、線虫抵抗性強 十 勝 H30年 

ス ズ マ ル Ｒ 白目、線虫抵抗性極強、納豆加工適性高 中 央 H27年 

小  豆 

き た い ろ は 茎疫病抵抗性、コンバイン収穫適 十 勝 R5年 

き た ひ ま り 茎疫病・落葉病抵抗性、耐倒伏性優 十 勝 R3年 

エ リ モ 1 6 7 落葉病・萎凋病抵抗性、製餡適性良 十 勝 H29年 

いんげん 

舞 て ぼ う 手亡、耐倒伏性強、成熟期葉落ち良、製餡適性良 十 勝 R5年 

秋 晴 れ 金時、早生、多収、耐倒伏性強、煮豆・甘納豆加工適性 十 勝 H31年 

き た ロ ッ ソ 炭そ病抵抗性、サラダ・スープ向け加工適性 十 勝 H29年 

そ  ば キ タ ミ ツ キ 多収、高容積重 北農研 R2年 

馬鈴しょ 

北海１１４号 でん粉原料用、Gp抵抗性やや強、多収 北農研 R7年 

き た す ず か 生食・加工用、Gr抵抗性、Gp抵抗性中 北農研 R4年 

ゆ め い こ ろ 生食用、早生、Gr抵抗性、そうか病抵抗性、塊茎の目が浅い 北 見 R3年 

さ ら ゆ き ポテトサラダ加工適性、Gr抵抗性、多収 北 見 H31年 

ハロームーン Gr抵抗性、多収、油加工（ポテトチップ）適性 北 見 H30年 
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パールスターチ でん粉原料用、Gr抵抗性、多収 北農研 H27年 

コ ナ ユ タ カ でん粉原料用、Gr抵抗性、多収 北 見 H26年 

たまねぎ 
す ら り っ ぷ 

加熱加工適性優、長球形質、剥皮加工歩留高、収量性優、
貯蔵性高 

  北 見1） H28年 

ゆ め せ ん か 加熱加工適性、乾物率高・Brix高 北 見 H24年 

メ ロ ン お く り 姫 赤肉、耐病性、良食味  花野菜2) H27年 

やまのいも 
と か ち 太 郎 多収、えそモザイク病抵抗性中  十 勝3) H25年 

き た ね ば り 高粘度、短根、えそモザイク病抵抗性強  十 勝3) H23年 

おうとう 陽 ま り 大玉、良着色、良食味、交雑和合性 中 央 R4年 

ぶ ど う スイートレディ 高糖度、良食味、無核（種子痕跡小） 中 央 H26年 

い ち ご ゆ き ラ ラ 大果、規格内収量やや多 花野菜 H28年 

牧草(ﾁﾓｼｰ) ゆ め み る ひ 早生、混播適性優、越冬性並、栄養価優 北 見4) R6年 

 セ ン リ ョ ク 多収、混播適性優、越冬性優、高栄養価 北 見4) R2年 

(ｵｰﾁｬｰﾄﾞｸﾞﾗｽ) 北 海 ３ ４ 号 極晩生、、混播適性優、越冬性並、耐寒性やや劣り  北農研5) R6年 

(ｱｶｸﾛｰﾊﾞ) 北 海 １ ５ 号 極早生、混播適性優、越冬性並、耐寒性やや強 北農研 R5年 

(ｼﾛｸﾛｰﾊﾞ) コロポックル 極小葉型、耐寒性強、混播競合力緩 北農研 H23年 

アルファルファ 北 海 ８ 号 多収、永続性優、耐寒性強、耐踏圧性強  北農研 R2年 

飼料用 ハヤミノルド 早生の早、耐倒伏性強 北農研・酪農 R2年 

とうもろこし き よ ら すす紋病抵抗性極強、耐冷性やや強～強、発芽良 北農研・畜産 H23年 

牛 勝 早 桜 ５ 黒毛和種雄牛、産肉能力高、産子発育能力高 畜 産 H26年 

豚 ハマナスＷ２ 産肉・繁殖能力高、肉質良 畜 産 H21年 

鶏 北 海 地 鶏 Ⅲ 産卵性・産肉・増体能力高、肉質良 畜 産 H31年 

注：1)は(株)日本農林社、2）は（株）大学農園、3)は十勝農業協同組合連合会・帯広市川西農業協同組合・音更町農業協

同組合、4)はホクレン、5)は雪印種苗（株）との共同研究 

 

○道総研農業研究本部等が開発した主要な新技術（令和７年（2025年）発表） 

内     容 担当試験場 

生食用ばれいしょ「ゆめいころ」の食味特性および貯蔵適性 

りんごの品種特性 

Ｍスターコンテナを用いた醸造用ぶどう育苗法 

水稲に対するプラスチック被覆肥料の育苗箱施肥による省力施肥技術 

水稲「えみまる」の種子生産における早期異常出穂抑制技術 

気象情報を用いた水稲「ゆめぴりか」のタンパク区分に基づく基準品率の早期予測技術 

栽培管理履歴の有効活用に向けたデータ管理の現状整理と秋まき小麦の分析事例 

子実用とうもろこしの有機栽培における安定生産技術と輪作体系への導入効果 

ばれいしょおよび直播てんさいに対するプラスチックを用いない肥効調節型肥料の施用効果 

加工用にんじんの安定供給を目指した栽培・出荷体系 

多雪地帯のアスパラガスハウス立茎栽培における枠板式高畝栽培システムの適用性 

葉菜類ボーレコールの冬季無加温栽培法と加工・貯蔵特性 

衛星リモートセンシングと地理情報を活用した畑地の排水不良域の推定法 

北海道耕地土壌の理化学性と炭素貯留量の2023年までの推移 

冬季の哺育牛舎における安全性の高い除菌剤による煙霧消毒の効果 

トールフェスク「Swaj」（補遺）－耐寒性特性評価と採草利用における生産性評価－ 

フェストロリウム新品種候補「ノースフェスト(北海１号）」(補遺）－耐寒性特性評価－ 

テンサイ褐斑病抵抗性極強品種における褐斑病の省力防除法 

AIを活用したジャガイモＹウイルスの画像診断 

北 見 

中 央 

中 央 

中 央 

中 央 

中 央 

中 央 

中 央 

十 勝 

花野菜 

花野菜 

上 川 

中 央 

中 央 

畜 産 

酪 農 

酪 農 

十 勝 

中 央 
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（経営） 

・ ＧＡＰ認証に対するモチベーションが高い経営では、ＧＡＰ認証の効果として、その目的

である「生産実績ＰＤＣＡの実行」や「販売先の信頼向上」等が高く評価されており、ＧＡ

Ｐ認証（新規、更新）の増加に向けては、経営主のモチベーション低下の要因となる具体的

な負担を踏まえた対応策を講じることが重要であることを明らかにしました。 

・ 食品小売チェーンや札幌市在住の消費者等に対する調査結果を分析し、有機野菜の消費拡

大のためには、特に子育て層に対して、有機農業がもつ環境価値を強調するＰＯＰを提示す

るなど有機ＪＡＳ規格に係る適切な理解を促すことで、有機野菜の新たな購買層を創出でき

ることを明らかにしました。 

・ 近年の酪農経営における牛舎更新に多く見られるフリーストール牛舎及び搾乳ロボット２

台導入のパターンについて調査・分析を行い、飼料用とうもろこし作付面積比率が高いほ

ど､農業所得、資本回収見込額は高くなる傾向がある一方、比率が低い場合は資本回収見込

額は低く、投資の回収が難しくなる可能性があり､農業所得は伸び悩む傾向にあることを明

らかにしました。 

（環境と調和した持続的農業） 

・  加工用馬鈴しょ、直播てんさいに適したプラスチックを用いない肥効調節型肥料の施用効

果について、既往の分施体系や被覆肥料と同等であることを明らかにしました。 

 
（参考） 
○道総研農業研究本部等がこれまでに開発した主要な新品種・畜種 

作  目 品 種 名 特      長 育成試験場 育成年 

水  稲 

そ ら き ら り 多収、いもち病抵抗性強、中食・外食向け 中 央 R5年 

え み ま る 多収、直播適性、低温苗立性強、良食味 上 川 H30年 

そ ら ゆ た か 多収、耐冷性強、いもち病抵抗性強、耐倒伏性強、飼料用 中 央 H28年 

き た し ず く 大粒、多収、心白発現良好、酒造適性良好、耐冷性強 中 央 H26年 

きたふくもち 切りもち適性良、硬化性高、耐冷性極強、多収 上 川 H25年 

き た く り ん いもち病抵抗性強、耐冷性強、良食味 中 央 H24年 

ゆ め ぴ り か 極良食味 上 川 H20年 

小  麦 

きたほなみＲ 縞萎縮抵抗性、多収、日本めん適性良 北 見 R7年 

北 見 ９ ５ 号 菓子適性優 北 見 R2年 

つ る き ち 中華めん適性、低アミロ耐性、硬質小麦 北 見 H24年 

ゆ め ち か ら 超強力､中華めん・パン適性、縞萎縮病抵抗性 北農研 H21年 

大  豆 
と よ ま ど か 豆腐加工適性高、耐倒伏性強、低温障害耐性強、線虫抵抗性強 十 勝 H30年 

ス ズ マ ル Ｒ 白目、線虫抵抗性極強、納豆加工適性高 中 央 H27年 

小  豆 

き た い ろ は 茎疫病抵抗性、コンバイン収穫適 十 勝 R5年 

き た ひ ま り 茎疫病・落葉病抵抗性、耐倒伏性優 十 勝 R3年 

エ リ モ 1 6 7 落葉病・萎凋病抵抗性、製餡適性良 十 勝 H29年 

いんげん 

舞 て ぼ う 手亡、耐倒伏性強、成熟期葉落ち良、製餡適性良 十 勝 R5年 

秋 晴 れ 金時、早生、多収、耐倒伏性強、煮豆・甘納豆加工適性 十 勝 H31年 

き た ロ ッ ソ 炭そ病抵抗性、サラダ・スープ向け加工適性 十 勝 H29年 

そ  ば キ タ ミ ツ キ 多収、高容積重 北農研 R2年 

馬鈴しょ 

北海１１４号 でん粉原料用、Gp抵抗性やや強、多収 北農研 R7年 

き た す ず か 生食・加工用、Gr抵抗性、Gp抵抗性中 北農研 R4年 

ゆ め い こ ろ 生食用、早生、Gr抵抗性、そうか病抵抗性、塊茎の目が浅い 北 見 R3年 

さ ら ゆ き ポテトサラダ加工適性、Gr抵抗性、多収 北 見 H31年 

ハロームーン Gr抵抗性、多収、油加工（ポテトチップ）適性 北 見 H30年 
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アゾキシストロビン・メタラキシルM粒剤の株元施用によるアスパラガス疫病防除対策 

GAP導入による効果と導入推進に向けた対応策 

露地野菜の収穫作業を省力化するコンベヤキャリア式収穫体系 

食品小売における有機野菜の陳列棚とPOPに着目した消費拡大に係る効果 

飼料用とうもろこし作付面積比率別にみたフリーストール・搾乳ロボット2台導入の経営評価 

上 川 

中 央 

農研本部 

中 央 

酪 農 
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 ～ テンサイ褐斑病抵抗性極強品種の省力防除法 ～ 

道総研農業研究本部 十勝農業試験場  

近年、高温・多湿の条件で土壌等に潜伏する糸状菌が増 

殖してまん延するテンサイ褐斑病が全道各地で発生し、て 

んさいの茎葉が茶色く変色して枯れるなどの影響が見られ 

ます。 

 この褐斑病の防除には、殺菌剤である「マンゼブ水和剤」 

が広く使用されていますが、他にも害虫駆除など農薬の散 

布回数の多いてん菜栽培を持続可能にするためには、省 

力的な防除技術が求められています。 

 この褐斑病に抵抗性を有する品種については、国立研究開発法人 農業・食品産業技術

総合研究機構北海道農業研究センターで開発が進められているほか、糖業各社では、海外

で開発された品種の導入を進めており、現在最も強い「極強」の抵抗性を有する品種は、

令和５年（2023年）に優良品種登録された「カーベ8K839K」があります。 

 この研究では、「極強」の抵抗性を有する品種は、褐斑病の初発直後ではなく、発病株

率が50％に達する前に農薬散布を開始し、８月下旬まで継続することで、農薬散布回数を

従来の５回から最少３回に減らしての防除が可能となる防除法を明らかにしました。 

 ～ コムギ縞萎縮病に強い秋まき小麦新品種「きたほなみＲ」～ 

道総研農業研究本部 北見農業試験場  

きたほなみＲ（北見９９号）は、うどん等の日本麺用で収量性に優れている「きたほな

み」に、コムギ縞萎縮病に抵抗性を有する「ＯＷ104」を交配した世代に、「きたほなみ」

を連続交配する「戻し交配」を行い、選抜・育成した秋まき小麦の新品種です。コムギ縞

萎縮病の抵抗性に優れ、それ以外の農業特性や製粉性、製麺性等の特性は「きたほなみ」

と同等であり、北海道全域で「きたほなみ」と置き換えて、９万haの普及を目指していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

テンサイ褐斑病に罹患した茎葉 

穂：左「きたほなみＲ」、右「きたほなみ」 粒：左「きたほなみＲ」、右「きたほなみ」 
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アゾキシストロビン・メタラキシルM粒剤の株元施用によるアスパラガス疫病防除対策 

GAP導入による効果と導入推進に向けた対応策 

露地野菜の収穫作業を省力化するコンベヤキャリア式収穫体系 

食品小売における有機野菜の陳列棚とPOPに着目した消費拡大に係る効果 

飼料用とうもろこし作付面積比率別にみたフリーストール・搾乳ロボット2台導入の経営評価 

上 川 

中 央 

農研本部 

中 央 

酪 農 
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(2) 普及活動の推進 

（地域に密着した普及活動を展開） 

 道は、農業改良助長法に基づき、高度な技術・知識を有する普及指導員を配置し、普及指導

員が直接農業者に接して技術・経営指導を行う協同農業普及事業を実施しており、令和６年

（2024年）４月１日現在、全道14の農業改良普及センター（44か所）に536人の普及指導員を

配置しています。 

事業の実施に当たり、国は、普及事業における基本的課題を示した「協同農業普及事業の運

営に関する指針」や、時々の重要農政課題等を踏まえた「協同農業普及事業の実施についての

考え方（ガイドライン）」を策定しており、道は、国の運営指針を基本として、第６期北海道

農業・農村振興推進計画に掲げる施策の推進方針や本道農業・農村の実情を踏まえて「協同農

業普及事業の実施に関する方針」を策定しています。農業改良普及センターは、これに沿って

地域関係者との意思疎通を図りながら策定する５か年の普及活動計画に基づき、農業経営及び

農村生活の改善に関する科学的技術及び知識の普及指導や担い手の育成など、地域に密着した

提案型の普及活動を展開しています。 

 また、近年特に、道内各地で発生している生育期の高温や低温、収穫期の豪雨等に対応し、

農作物の生育状況や被害状況等を速やかに把握し、生育状況等に応じた営農技術対策の発信や

被災農業者への支援活動などを行っています。 

 

（試験研究と連携した普及活動を展開） 

 研究成果の普及と地域対応機能を強化し、地域ニーズへ迅速に対応するため、道総研農業研

究本部の各試験場に普及指導員が駐在し、研究職員と連携して農業技術の実証や調査研究など

地域ニーズへの迅速な対応に取り組んでいます。先進的な農業者等からの高度かつ専門的な相

談に対しては、試験場駐在の普及指導員のほか、技術普及課に配置する普及指導員や農業改良

普及センターの主任普及指導員を農業革新支援専門員として位置付け、相互に連携を図りなが

ら支援活動を行っています。 

 また、各振興局に道総研農業研究本部、農業改良普及センター、振興局産業振興部各課など

で構成する「地域農業技術支援会議」を設置し、普及、研究及び行政が一体となって地域課題

の解決に取り組んでいます。 

 

○地域農業技術支援会議が取り組んだ主な課題（令和６年度） 

内     容 地 域 

スプレーカーネーションにおける「葉先枯れ」対策技術の確立 

草地整備におけるドローンの有効活用について 

らっかせいの安定生産に向けた取組 

産肉能力ゲノム育種価及び発育・体型等を考慮に入れた黒毛和種種雌牛の早期選抜実証 

別海町中春別地区における麦と牧草の同伴栽培 

渡 島 

宗 谷 

十 勝 

十 勝 

根 室 
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(3) スマート農業の推進 

（急速に普及が進むスマート農業） 

ロボット、ＡＩ（人工知能）、ＩｏＴ（インターネット）等の情報通信技術を活用した「ス

マート農業技術」により、農作業の効率化や高度化、収量向上と品質の安定化、農作業におけ

る身体の負担の軽減、農業の経営管理の合理化による生産性向上の効果が期待されています。 

具体的には、ロボットトラクタ、自動操舵システム、水管理システム、ほ場のセンシングに

基づく農薬や肥料の可変散布、家畜の生体管理、ハウス等の環境制御や経営・生産管理システ
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計画などの認定制度が設けられ、国の認定を受けた農業者等に対し、長期の低利融資や税制特

例などの支援措置が講じられるなど、今後、地域や農業者のニーズ等を踏まえた技術の開発
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図表6-2-1 農業用ＧＮＳＳガイダンスシステムの出荷台数（北海道） 
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(2) 普及活動の推進 
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 ～ 農業用ドローン導入活用相談会を開催 ～ 

農業用ドローンの導入や、農薬散布などの農作業を請け負う農業支援サービス事業体の

活用を検討している農業者等を対象に、操作に関する疑問の解消やサービス活用への理解

の促進を図ることを目的として、令和６年（2024年）10月に「農業用ドローン導入活用相

談会」を開催しました。 

本相談会は、経済産業省、国土交通省、北海道が主催する「第３回ドローンサミット」

等と併催し、リモートセンシングを活用して可変施肥マップ等の農業情報を提供する企業

６社を講師に、農業者等がドローンの活用事例や導入時の注意点等を学びました。参加者

からは、「サービスの提供料金」や「ドローンのライセンス取得方法」等に関する多くの

質問があり、スマート農業の未来に期待を寄せる声も聞かれました。また、「センシング

技術を用いたドローンの活用事例」をテーマに、専門家が事例紹介を行いました。 

～ 中山間地域におけるスマート農業の推進（留萌） ～ 

留萌管内は多種多様な農畜産物が生産される中、労働力不足への対応や営農作業の省力

化が喫緊の課題となっています。また、不整形地や傾斜地等の中山間地域が主体で大型機

械の導入が難しく、スマート農業の普及に遅れが生じています。 

留萌振興局では、農業協同組合や市町村、関係団体、研究機関等と連携して、管内一円

で「るもい」地域に適したスマート農業の推進に取り組むこととし、これらの団体等と８

月にるもい中部エリアを対象とした「スマート農業勉強会」を開催しました。 

勉強会には農業者を含む約50名が参加し、一般社団法人日本農業情報システム協会（Ｊ

ＡＩＳＡ）理事が「これからの留萌の農業と必要なスマ農技術を考えるワークショップ」

として講演を行ったほか、企業による農業用ドローンの紹介や、振興局によるスマート農

業機械の導入に活用可能な事業・補助金の紹介、ＪＡＩＳＡ及び企業によるスマート農業

相談会等を行いました。 
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図表6-2-2 搾乳ロボット保有農業経営体数（北海道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北海道農政部「新搾乳システム普及状況調査」 

 

（スマート農業技術の導入推進） 
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安定化が期待されるスマート農業技術の効果的な導入を推進していくことが重要であるため、

道では、地域や個々の営農状況に応じたスマート農業を推進していく共通の指針として、令和
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業機械の導入に活用可能な事業・補助金の紹介、ＪＡＩＳＡ及び企業によるスマート農業
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 ～ 後志におけるスマート農業導入の推進（後志） ～ 

後志総合振興局では、地域のニーズや課題を踏まえ、後志ならではの小規模経営に向

けたスマート農業の推進に取り組んでいます。 

赤井川村で先進的に自動かん水、自動換気、モニタリング機器を導入している農業者

の協力の下、測定データを使用した栽培管理の指導チームを編成し、環境モニタリング

調査における現地意見交換会を毎月実施 

しました。 

参加者からは「ほ場ごとに適正なかん 

水量が異なることが分かった。」「自動か 

ん水を導入し、作物をよく観察すること 

で障害果の発生が少なくなったように思 

う。」などの声が聞かれ、活発な意見交換 

となりました。 

 

留寿都村では、適正施肥を推進するため、よう 

てい農業協同組合、ホクレン、生産組合が連携し 

てドローンによる分施（肥料を一度に全て施すの 

ではなく、作物の生育に合わせて複数回に分けて 

施すこと）の実証試験ほを設置し、省力効果や散 

布ムラの確認を行いました。 

 

振興局では、今後も関係機関・団体と連携し、 

地域に即したスマート農業の推進に取り組んで 

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境モニタリング調査における現地意見交換会（赤井川村） 

ドローン活用による実証試験（留寿都村） 
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